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コ ー ド 番 号 2306 本社所在都道府県 静岡県
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代　 表　 者 役　 職　 名 代 表 取 締 役 社 長 　

　 氏　　　　名 早　川　博　己 　

問い合わせ先 責任者役職名 常務取締役管理本部長 　

　 氏　　　　名 大　石　容一郎 ＴＥＬ　(054)254-3781 [代表]

決算取締役会開催日 平成18年５月12日 中間配当制度の有無 有

配当支払開始予定日 平成18年６月29日 定時株主総会開催日 平成18年６月28日

単元株制度採用の有無 有(１単元100株) 　 　

親会社等の名称 株式会社ザ・トーカイ(コード番号:8134) 親会社等における当社の議決権所有比率 64.6%
　

1.　18年３月期の業績（平成17年４月１日～平成18年3月31日）

(1) 経営成績　　　　　　  　　　         　(注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年３月期 21,972 (60.7) 2,609 (52.3) 2,483 (47.7)

17年３月期 13,675 (△11.1) 1,713 (△2.6) 1,681 (△1.4)

　

　 当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

　 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年３月期 2,556 (119.1) 93 28 92 81 27.8 12.0 11.3

17年３月期 1,166 (9.3) 79 23 78 55 16.1 11.9 12.3

(注) ① 期中平均株式数 18年３月期 27,312,506株 17年３月期 14,653,900株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年増減率
　

(2) 配当状況                               (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　
　 　 １株当たり年間配当金 配当金総額

(年間)
配当性向

株主資本
配当率　 中間 期末

　 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年３月期 17 50 7 50 10 00 511 18.8 4.8

17年３月期 15 00 7 50 7 50 220 18.9 2.8

(注) 18年３月期期末配当金の内訳　普通配当　7円　50銭

                            記念配当　2円　50銭
　

(3) 財政状態　　　　　　  　　　　　　　　 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年３月期 27,912 10,645 38.1 265 78

17年３月期 13,332 7,764 58.2 529 01

(注) ① 期末発行済株式数 18年３月期 40,021,076株 17年３月期 14,666,500株

　 ② 期末自己株式数 18年３月期 36,874株 17年３月期 12,800株
　

2.　19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末 　

　 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 14,470 1,340 1,310 10 00 ― ― ― ―

通期 30,650 3,690 3,720 ― ― 10 00 20 00

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　　92円　82銭
　　
※上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要

素を含んでおります。実際の実績等は、業績の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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7. 財務諸表等

財務諸表

① 貸借対照表

　

　 　
前事業年度

(平成17年３月31日)
当事業年度

(平成18年３月31日)
増減

（△印減)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 1,504,119 　 　 1,260,373 　 △243,745

　２　受取手形 　 　 24,847 　 　 9,064 　 △15,782

　３　売掛金 ※２ 　 1,896,906 　 　 2,836,165 　 939,259

　４　商品 　 　 16,292 　 　 40,514 　 24,221

　５　仕掛品 　 　 54,989 　 　 134,146 　 79,157

　６　貯蔵品 　 　 11,530 　 　 214,947 　 203,416

　７　前払費用 　 　 166,405 　 　 290,198 　 123,793

　８　繰延税金資産 　 　 143,145 　 　 950,075 　 806,930

　９　未収入金 ※２ 　 183,040 　 　 374,976 　 191,936

　10　未収還付法人税等 　 　 ― 　 　 308,190 　 308,190

　11　その他 ※２ 　 95,092 　 　 186,270 　 91,177

　　　貸倒引当金 　 　 △2,798 　 　 △27,689 　 △24,890

　　　流動資産合計 　 　 4,093,571 30.7 　 6,577,236 23.6 2,483,664

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 ※１ 2,253,804 　 　 2,513,621 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 530,350 1,723,453 　 678,136 1,835,485 　 112,032

　　(2) 構築物 ※１ 4,055,301 　 　 17,136,250 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 1,064,031 2,991,270 　 6,901,197 10,235,053 　 7,243,783

　　(3) 機械装置 ※１ 4,981,292 　 　 7,312,783 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 1,810,844 3,170,448 　 3,368,686 3,944,097 　 773,649

　　(4) 工具器具備品 ※１ 152,356 　 　 326,332 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 59,500 92,856 　 164,671 161,661 　 68,805

　　(5) 土地 ※１ 　 391,448 　 　 1,046,926 　 655,478

　　(6) 建設仮勘定 　 　 91,647 　 　 78,720 　 △12,927

　　　有形固定資産合計 　 　 8,461,123 63.4 　 17,301,945 62.0 8,840,821

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 営業権 　 　 ― 　 　 23,000 　 23,000

　　(2) ソフトウェア 　 　 207,561 　 　 353,037 　 145,476

　　(3) その他 　 　 40,874 　 　 54,132 　 13,258

　　　無形固定資産合計 　 　 248,435 1.9 　 430,170 1.5 181,734
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前事業年度

(平成17年３月31日)
当事業年度

(平成18年３月31日)
増減

(△印減)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　
　　(1) 投資有価証券 　 　 59,886 　 　 195,947 　 136,060

　　(2) 関係会社株式 　 　 ― 　 　 2,906,650 　 2,906,650

　　(3) 出資金 　 　 40 　 　 50 　 10

　　(4) 長期貸付金 　 　 334 　 　 3,124 　 2,790

　　(5) 破産更生債権等 　 　 35 　 　 8,960 　 8,925

　　(6) 長期前払費用 　 　 35,401 　 　 50,227 　 14,825

　　(7) 繰延税金資産 　 　 106,128 　 　 85,897 　 △20,230

　　(8) 長期差入保証金 ※２ 　 327,611 　 　 362,734 　 35,122

　　　　貸倒引当金 　 　 △72 　 　 △11,827 　 △11,755

　　　投資その他の資産合計 　 　 529,364 4.0 　 3,601,763 12.9 3,072,399

　　　固定資産合計 　 　 9,238,924 69.3 　 21,333,879 76.4 12,094,955

Ⅲ　繰延資産 　 　 　 　 　 　 　 　
　１　新株発行費 　 　 ― 　 　 1,328 　 1,328

　　　繰延資産合計 　 　 ― 0.0 　 1,328 0.0 1,328

　　　資産合計 　 　 13,332,495 100.0 　 27,912,444 100.0 14,579,948

　 　 　 　 　 　 　 　 　
(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　
Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　
　１　買掛金 ※２ 　 162,513 　 　 722,891 　 560,378

　２　短期借入金 　 　 3,100,000 　 　 7,375,000 　 4,275,000

　３　１年以内返済予定
　　　長期借入金

※１ 　 379,000 　 　 2,239,460 　 1,860,460

　４　未払金 ※２ 　 581,204 　 　 1,283,699 　 702,494

　５　設備未払金 ※２ 　 210,110 　 　 506,801 　 296,691

　６　未払費用 　 　 91,026 　 　 141,898 　 50,871

　７　未払法人税等 　 　 414,651 　 　 13,491 　 △401,159

　８　未払消費税等 　 　 182,570 　 　 ― 　 △182,570

　９　前受金 　 　 39,534 　 　 265,956 　 226,422

　10　預り金 　 　 14,877 　 　 59,706 　 44,829

　11　前受収益 　 　 ― 　 　 32,732 　 32,732

　12　賞与引当金 　 　 173,400 　 　 265,725 　 92,325

　13　その他 　 　 10,960 　 　 11,146 　 186

　　　流動負債合計 　 　 5,359,848 40.2 　 12,918,509 46.3 7,558,661

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　
　１　長期借入金 ※１ 　 105,000 　 　 3,997,000 　 3,892,000

　２　退職給付引当金 　 　 92,313 　 　 184,185 　 91,871

　３　その他 　 　 10,970 　 　 167,264 　 156,293

　　　固定負債合計 　 　 208,284 1.6 　 4,348,449 15.6 4,140,165

　　　負債合計 　 　 5,568,132 41.8 　 17,266,958 61.9 11,698,826
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前事業年度

(平成17年３月31日)
当事業年度

(平成18年３月31日)
増減

(△印減)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 ※３ 　 2,144,242 16.1 　 2,190,575 7.8 46,333

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 　 2,069,954 　 　 2,601,648 　 531,694

　２　自己株式処分差益 　 　 ― 　 　 191 　 191

　　　資本剰余金合計 　 　 2,069,954 15.5 　 2,601,840 9.3 531,886

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 　 21,160 　 　 21,160 　 ―

　２　任意積立金 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1)別途積立金 　 500,000 500,000 　 500,000 500,000 　 ―

　３　当期未処分利益 　 　 3,035,089 　 　 5,365,086 　 2,329,996

　　　利益剰余金合計 　 　 3,556,249 26.7 　 5,886,246 21.1 2,329,996

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 　 　 6,590 0.0 　 14,478 0.1 7,888

Ⅴ　自己株式 ※６ 　 △12,672 △0.1 　 △47,654 △0.2 △34,981

　　　資本合計 　 　 7,764,363 58.2 　 10,645,485 38.1 2,881,122

　　　負債・資本合計 　 　 13,332,495 100.0 　 27,912,444 100.0 14,579,948
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② 損益計算書

　

　 　
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

増減
(△印減)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)

Ⅰ　売上高 ※１ 　 　 　 　 　 　 　
　１　情報サービス売上高 　 7,818,420 　 　 9,217,787 　 　 　
　２　通信サービス売上高 　 5,833,000 　 　 8,977,124 　 　 　
　３　ＣＡＴＶ売上高 　 ― 　 　 3,746,281 　 　 　
　４　その他売上高 　 23,694 13,675,114 100.0 31,063 21,972,256 100.0 8,297,142

Ⅱ　売上原価 ※２ 　 　 　 　 　 　 　
　１　情報サービス売上原価 　 6,292,668 　 　 6,995,032 　 　 　
　２　通信サービス売上原価 　 4,319,775 　 　 5,597,614 　 　 　
　３　ＣＡＴＶ売上原価 　 ― 　 　 1,971,313 　 　 　
　４　その他売上原価 　 14,346 10,626,790 77.7 14,869 14,578,830 66.4 3,952,039

　　　売上総利益 　 　 3,048,323 22.3 　 7,393,426 33.6 4,345,102

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※３ 　 1,334,973 9.8 　 4,784,243 21.7 3,449,270

　　　営業利益 　 　 1,713,350 12.5 　 2,609,182 11.9 895,831

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　
　１　受取利息 ※１ 14 　 　 3,459 　 　 　
　２　受取配当金 　 5,131 　 　 10,884 　 　 　
　３　手数料収入 ※１ ― 　 　 3,851 　 　 　
　４　保険金収入 　 ― 　 　 4,201 　 　 　
　５　雑収入 　 2,661 7,807 0.1 6,716 29,113 0.1 21,306

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　
　１　支払利息 　 32,076 　 　 144,620 　 　 　
　２　開業費償却 　 ― 　 　 3,452 　 　 　
　３　新株発行費償却 　 7,564 　 　 899 　 　 　
　４　雑損失 　 190 39,831 0.3 5,913 154,885 0.7 115,054

　　　経常利益 　 　 1,681,326 12.3 　 2,483,409 11.3 802,083

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　
　１　固定資産売却益 ※４ 31,807 　 　 ― 　 　 　
　２　貸倒引当金戻入益 　 5,140 　 　 ― 　 　 　
　３　営業譲渡益 　 311,696 　 　 ― 　 　 　
　４　過年度賃借料精算益 　 5,404 　 　 ― 　 　 　

　５　過年度通信回線料精算益 　 ― 　 　 4,774 　 　 　
　６　支障移転補償金 　 11,566 　 　 16,327 　 　 　
　７　工事負担金収入 　 ― 365,616 2.7 10,238 31,340 0.2 △334,275

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　
　１　固定資産売却損 ※５ 89,154 　 　 ― 　 　 　
　２　減損損失 ※７ ― 　 　 28,774 　 　 　
　３　固定資産除却損 ※６ 46,442 　 　 227,562 　 　 　
　４　投資有価証券評価損 　 6,500 　 　 ― 　 　 　
　５　役員退職慰労金 　 2,550 　 　 67,000 　 　 　
　６　その他 　 ― 144,646 1.1 22,870 346,207 1.6 201,560

　　　税引前当期純利益 　 　 1,902,296 13.9 　 2,168,542 9.9 266,246

　　　法人税、住民税及び事業税 　 723,716 　 　 20,992 　 　 　
　　　法人税等調整額 　 12,038 735,754 5.4 △408,796 △387,804 △1.7 △1,123,558

　　　当期純利益 　 　 1,166,541 8.5 　 2,556,346 11.6 1,389,805

　　　前期繰越利益 　 　 1,978,567 　 　 2,919,590 　 941,023

　　　中間配当額 　 　 110,019 　 　 110,851 　 832

　　　当期未処分利益 　 　 3,035,089 　 　 5,365,086 　 2,329,996
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③ キャッシュ・フロー計算書

　

　 　

前事業年度

(自　平成16年４月１日

至　平成17年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　

　１　税引前当期純利益 　 1,902,296

　２　減価償却費 　 1,191,050

　３　新株発行費償却 　 7,564

　４　貸倒引当金の増減額(減少：△) 　 △5,283

　５　賞与引当金の増減額(減少：△) 　 △10,000

　６　退職給付引当金の増減額(減少：△) 　 54,794

　７　受取利息及び受取配当金 　 △5,145

　８　支払利息 　 32,076

　９　固定資産売却益 　 △31,807

　10　固定資産売却損 　 89,154

　11　固定資産除却損 　 46,442

　12　投資有価証券評価損 　 6,500

　13　営業譲渡益 　 △311,696

　14　売上債権の増減額(増加：△) 　 9,363

　15　たな卸資産の増減額(増加：△) 　 200,464

　16　仕入債務の増減額(減少：△) 　 △67,033

　17　役員賞与の支払額 　 △5,550

　18　その他 　 △3,658

　　　　小計 　 3,099,531

　19　利息及び配当金の受取額 　 5,145

　20　利息の支払額 　 △30,538

　21　法人税等の支払額 　 △690,595

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 2,383,543

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　

　１　有形固定資産の取得による支出 　 △1,728,228

　２　有形固定資産売却による収入 　 48,152

　３　無形固定資産の取得による支出 　 △86,320

　４　投資有価証券の取得による支出 　 △4,659

　５　営業譲渡による収入 　 1,832,840

　６　その他 　 19,434

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 81,218

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　

　１　短期借入金の純増減額(減少：△) 　 △1,800,000

　２　長期借入れによる収入 　 ―

　３　長期借入金の返済による支出 　 △459,500

　４　株式の発行による収入 　 43,152

　５　自己株式の取得による支出 　 △10,427

　６　配当金の支払額 　 △197,207

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △2,423,983

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額(減少：△) 　 40,778

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 　 1,463,341

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 　 1,504,119
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④ 利益処分案

　

　 　
前事業年度

(平成17年６月28日)
当事業年度

(平成18年６月28日)
増減

(△印減)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　当期未処分利益 　 　 3,035,089 　 5,365,086 2,329,996

Ⅱ　利益処分額 　 　 　 　 　 　

１　株主配当金 　 109,998 　 400,200 　 　

２　役員賞与金 　 5,500 　 8,600 　 　

(うち　監査役分) 　 (400) 115,498 (500) 408,800 293,301

Ⅲ　次期繰越利益 　 　 2,919,590 　 4,956,285 2,036,695

　 　 　 　 　 　 　
(注)　日付は株主総会承認年月日及びその予定日であります。
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び評価方法 ―――――

　

その他有価証券

　時価のあるもの

　　決算期末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)

　時価のないもの

　　移動平均法による原価法

関係会社株式

　移動平均法による原価法

その他有価証券

　時価のあるもの

　　同左

　

　

　

時価のないもの

　　同左

２　たな卸資産の評価基準及び評価方

法

商品・仕掛品

　個別法による原価法

貯蔵品

　最終仕入原価法

商品・仕掛品

　同左

貯蔵品

通信機器

　　先入先出法による原価法

　上記以外

　　最終仕入原価法

３　固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産

　　定率法(ただし、情報センタービ

ル、通信設備については定額法)

　　なお、主な耐用年数は次のとお

り。

建物 ６年～42年

構築物 10年～27年

機械装置 ６年

工具器具備品 ５～15年

(1) 有形固定資産

静岡本社 定率法

静岡本社を除く

事務所設備
定額法

データセンター

(建物は定額法)
定率法

通信設備 定額法

放送設備 定額法

　　なお、主な耐用年数は次のとお

り。

建物 ２年～42年

構築物 ２年～27年

機械装置 ２年～15年

工具器具備品 ２年～20年

　 (2) 無形固定資産

―――――

　

　

　

　①　市場販売目的のソフトウェア

　　　販売可能有効期間(３年)の見込

販売収益に基づく償却額と残存有

効期間に基づく均等配分額とを比

較し、いずれか大きい額を償却費

として計上しております。

　②　自社利用目的のソフトウェア

　　　社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法

　③　ソフトウェア以外の無形固定資

産

　　　定額法

　　　なお、主な耐用年数は20年

(2) 無形固定資産

　①　営業権

　　　商法施行規則に規定する最長期

間(５年)にわたり均等償却してお

ります。

―――――

　

　

　

　　

 

　②　自社利用目的のソフトウェア

　　　同左

　

　③　ソフトウェア以外の無形固定資

産

　　　同左

― 8 ―



　

項目
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

４　繰延資産の処理方法 ―――――

　

　

　

新株発行費

　商法施行規則に規定する最長期間(３

年)により毎期均等額を償却しておりま

す。

開業費

　商法施行規則に規定する最長期間(５

年)により毎期均等額を償却しておりま

す。

新株発行費

　同左

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備える

ため一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(1) 貸倒引当金

　　同左

　 (2) 賞与引当金

　　従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、将来の支給見込額

のうち当期の負担額を計上しており

ます。

(2) 賞与引当金

　　同左

　 (3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。

　 な お 、 会 計 基 準 変 更 時 差 異

(203,118千円)については、10年に

よる按分額を費用処理しておりま

す。

　数理計算上の差異はその発生時の

従業員の平均残存勤務期間(17年)に

よる定額法により、翌事業年度から

費用処理しております。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。

　なお、会計基準変更時差異につい

ては、10年による按分額を費用処理

しております。

　数理計算上の差異はその発生時の

従業員の平均残存勤務期間(15～17

年)による定額法により、翌事業年度

から費用処理しております。

６　リース取引の処理方法 　　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

　　同左
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項目
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

７　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　　原則として繰延ヘッジ処理によっ

ております。なお、金利スワップ取

引について特例処理の要件を満たし

ているため、特例処理を採用してお

ります。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　(ヘッジ手段)

　　　金利スワップ

　　(ヘッジ対象)

　　　借入金利息

(3) ヘッジ方針

　　当社は、借入金の金利変動リスク

を回避する目的で金利スワップを行

っております。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

　　金利スワップの特例処理の要件を

満たしており、有効性の評価を省略

しております。

(1) ヘッジ会計の方法

　　同左

 

 

 

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　同左

　

 

 

(3) ヘッジ方針

　　同左

 

 

(4) ヘッジの有効性評価の方法

　同左

８　キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における

資金(現金及び現金同等物)は手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

―――――

９　その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

　同左
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会計処理の変更

　
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)

　「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会　平

成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針第６号平成15年10月31

日)が平成16年３月31日に終了する事業年度に係る財務諸表

から適用できることになったことに伴ない、当事業年度か

ら同会計基準及び同適用指針を適用しております。これに

よる影響はありません。

―――――

　

表示方法の変更

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

(貸借対照表)

　未収入金は総資産額の100分の１を超えたため、区分掲記

することといたしました。なお、前事業年度末は流動資産

のその他に69,392千円含まれております。

―――――

　

追加情報

前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　株式会社トーカイ・ブロードバンド・コミュニケーショ

ンズとの合併　
　
　当社は、平成17年３月15日開催の取締役会において、株

式会社トーカイ・ブロードバンド・コミュニケーションズ

(以下「トーカイ・コム」という)との平成17年10月１日を

合併期日とする合併覚書を交わすことについて決議し、同

日合併覚書に調印いたしました。

　また、当社は、平成17年５月13日開催の取締役会におい

て、トーカイ・コムとの平成17年10月１日を合併期日とす

る合併契約を交わすことについて決議し、同日合併契約書

に調印いたしました。
　

―――――

　合併に関する事項の概要は以下のとおりであります。

(1) 合併の目的

　　変化の激しい経済環境に対処するため、中長期的な経

営戦略を検討してきた結果、将来の成長のためには、合

併により事業規模・事業領域の拡大を図ることが最善の

選択であると判断いたしました。具体的な目的は、通信

サービスの製販(販売と運用)を一体化し、顧客サービス

の向上と業務の効率化、及びネットサービス分野でのビ

ジネスチャンスの拡大、総合的な情報通信会社の構築を

図ること、及び規模の拡大に伴なう資金調達の選択肢の

拡大により、FTTHへの対応や新たなASP事業への進出、M

＆A等を実施し新たな成長を図るためであります。
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前事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

(2) 合併の期日

　　平成17年10月１日
　

―――――

　

(3) 合併の方法

　　当社を存続会社とする吸収合併方式で、トーカイ・コ

ムは解散いたします。
　

　

(4) 合併に際しての株式の発行及び割当並びに合併交付金

の額
　　普通株式　25,208,700株
　　トーカイ・コムの株式１株に対し、当社の株式3.3株を

割当て交付する予定であります。

　　なお、当社が保有するトーカイ・コムの株式に対する

新株式の割当はいたしません。
　　また、合併による合併交付金はありません。
　

　

(5) 合併による資本金の増加
　　合併により増加する資本金はありません。
　

　

(6) 財産の引継

　　合併期日においてトーカイ・コムの資産・負債及び権

利義務の一切を引継ぎます。なお、トーカイ・コムの平

成17年３月31日現在の財政状況は次のとおりであります。
　　資産合計　18,108,969千円
　　負債合計　17,423,437千円
　　資本合計　　 685,532千円
　　また、トーカイ・コムの最近事業年度(平成16年４月１

日から平成17年３月31日)における営業の状況は次のとお

りであります。
　　売上高     14,760,091千円
　　当期純損失    706,523千円
　 　
(7) 相手会社の主な事業の内容
　　インターネット接続サービス事業、CATV放送事業
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度末

(平成17年３月31日)
当事業年度末

(平成18年３月31日)

※１　　 　　　　　 ――――― ※１　担保提供資産及び対応債務は次のとおりであります。

担保提供資産

建物 95,328千円 (95,328千円)
構築物 6,168,894千円 (6,168,894千円)
機械装置 831,683千円 (831,683千円)
工具、器具
及び備品

13,726千円 (13,726千円)

土地 683,159千円 (141,460千円)
計 7,792,792千円 (7,251,092千円)

　

対応債務

長期借入金
(一年以内返
済予定分を含
む。)

3,928,860千円 (3,843,860千円)

計 3,928,860千円 (3,843,860千円)

　上記のうち(　 )内書は工場財団抵当並びに当該債務

を示しております。

　

※２　関係会社に対する資産及び負債で各科目に含まれて

いるものは次のとおりです。

売掛金 579,496千円

未収入金 51,970千円

その他(流動資産) 86,763千円

長期差入保証金 108,681千円

未払金 206,109千円

　

※２　関係会社に対する資産及び負債で各科目に含まれて

いるものは次のとおりです。

売掛金 466,311千円

未収入金 132,918千円

その他(流動資産) 174,763千円

長期差入保証金 103,800千円

買掛金 122,860千円

未払金 227,223千円

設備未払金 16,776千円

　

※３　会社が発行する株式数

普通株式 50,000,000株

　　　発行済株式総数

普通株式 14,679,300株

※３　会社が発行する株式数

普通株式 100,000,000株

　　　発行済株式総数

普通株式 40,057,950株

　

　４　　 　　　　　 ――――― 　４　下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次の

とおり債務保証を行っております。

㈱いちはらコミュニティー・
ネットワーク・テレビ

828,615千円

厚木伊勢原ケーブルネットワ
ーク㈱

1,302,600千円

熊谷ケーブルテレビ㈱ 90,000千円

㈱イースト・コミュニケーシ
ョンズ

22,860千円

計 2,244,075千円

　
　

　５　配当制限

　商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を
付したことにより増加した純資産額は6,590千円であり
ます。

　

　５　配当制限

　商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を
付したことにより増加した純資産額は14,478千円であ
ります。

　

※６　当社が保有する自己株式の数は、普通株式12,800株

であります。

　
　

※６　当社が保有する自己株式の数は、普通株式36,874株

であります。
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前事業年度末
(平成17年３月31日)

当事業年度末
(平成18年３月31日)

※７　当社は、運転資金の効率的な調達を行なうため取引

銀行５行と当座貸越契約を締結しております。これら

契約に基づく当事業年度末の借入実行残高等は次のと

おりであります。

当座貸越極度額の総額 5,750,000千円

借入実行残高 3,100,000千円

差引額 2,650,000千円

※７　当社は、運転資金の効率的な調達を行なうため取引

銀行７行と当座貸越契約を締結しております。これら

契約に基づく当事業年度末の借入実行残高等は次のと

おりであります。

当座貸越極度額及び貸出コミ
ットメントの総額

9,410,000千円

借入実行残高 5,775,000千円

差引額 3,635,000千円

　

当期中の発行済株式数の増加

発行年月 発行形態
発行株式数

(株)
発行価格
(千円)

資本組入額
(千円)

平成17年４月１日～
平成18年３月31日

新株予約権の行使(注) 169,950 92,600 46,333

(注)　新株予約権の行使は、旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権(ストックオプション)の権利行使を含んでお

ります。
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

情報サービス売上高 1,560,264千円

通信サービス売上高 4,977,600千円

その他売上高 5,545千円

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次

のとおりであります。

情報サービス売上高 1,524,975千円

通信サービス売上高 4,743,986千円

ＣＡＴＶ売上高 11,094千円

　
※２　売上原価に含まれる研究開発費は、75,497千円であ

ります。

※２　売上原価に含まれる研究開発費は、121,295千円であ

ります。
　

※３　販売費及び一般管理費の内訳
　

科目 金額(千円)

役員報酬 87,166

給与手当 431,177

賞与 98,177

賞与引当金繰入額 30,875

退職給付費用 50,983

福利厚生費 104,197

賃借料 110,602

支払手数料 134,055

広告宣伝費 62,345

その他 225,391

計 1,334,973
　
　　　販売費及び一般管理費のおおよその割合は次のとお

りであります。

販売費 72％

一般管理費 28％

　

※３　販売費及び一般管理費の内訳
　

科目 金額(千円)

役員報酬 111,958

給与手当 1,057,148

賞与 188,669

賞与引当金繰入額 106,710

退職給付費用 91,098

福利厚生費 228,180

賃借料 379,758

委託作業費 543,363

支払手数料 396,016

販売促進費 808,954

広告宣伝費 181,461

貸倒引当金繰入額 19,797

その他 671,127

計 4,784,243
　
　　　販売費及び一般管理費のおおよその割合は次のとお

りであります。

販売費 84％

一般管理費 16％

　

※４　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

建物及び
構築物

31,807千円

　

※４　　　　　　 　　 ―――――

　

※５　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び
構築物

1,547千円

土地 87,606千円

計 89,154千円

　

※５　　　　　　 　　 ―――――

　

※６　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 38,052千円

機械装置 5,155千円

その他 3,233千円

計 46,442千円

※６　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 150,304千円

機械装置 70,253千円

その他 7,004千円

計 227,562千円
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前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※７　　　           ――――― ※７　減損損失

　　　当事業年度において、当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

システムイノベーション
サービス事業
(静岡県焼津市)

事業用資産 土地

　　　当社は、コミュニケーションサービス事業、ＣＡＴ

Ｖ事業、システムイノベーションサービス事業の各事

業及び賃貸物件を資産グループとしてグルーピングし、

「コミュニケーションサービス事業」については業務

部を事業に係る共用資産として事業部を１つの資産グ

ループとし、「ＣＡＴＶ事業」についてはＣＡＴＶ事

業部及び放送通信センターを事業に係る共用資産とし

て各拠点事業所を１つの資産グループとし、「システ

ムイノベーションサービス事業」については業務部を

事業に係る共用資産として事業部を１つの資産グルー

プとし、「賃貸物件」については各賃貸物件を１つの

資産グループとしてそれぞれグルーピングしておりま

す。

　　　システムイノベーションサービス事業における静岡

県焼津市の土地の一部につきまして、焼津市へ寄付す

る旨を決定したことで、今後の使用が見込まれないこ

とにより、帳簿価額について減損損失（28,774千円）

を計上いたしました。
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(キャッシュ・フロー計算書関係)

   前事業年度(自平成16年４月１日  至平成17年３月31日)

   １　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,504,119千円

現金及び現金同等物 1,504,119千円
　 　

　

   ２　営業譲渡により譲渡した資産及び負債の主な内訳

当事業年度に株式会社トーカイ・ブロードバンド・コミュニケーションズに譲渡した資産及び負

債の主な内訳は次のとおりであります。

流動資産 68,184千円

固定資産 1,463,622千円

　資産合計 1,531,806千円

流動負債 12,349千円

固定負債 1,581千円

　負債合計 13,931千円

　

   当事業年度(自平成17年４月１日  至平成18年３月31日)

   　当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、記載は省略しております。
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引に係る注記

１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引に係る注記

　(1) 借主側

　　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

　(1) 借主側

　　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

　

取得価額

相当額

(千円)

減価償却累

計額相当額

(千円)

期末残高

相当額

(千円)

機械装置 4,137,912 2,468,289 1,669,622

工具器具備品 551,050 380,599 170,450

車両運搬具 24,997 15,990 9,006

ソフトウェア 78,388 75,174 3,213

計 4,792,347 2,940,054 1,852,293

　

取得価額

相当額

(千円)

減価償却累

計額相当額

(千円)

期末残高

相当額

(千円)

機械装置 2,877,306 1,705,100 1,172,206

工具器具備品 3,792,291 1,306,765 2,485,526

車両運搬具 149,229 97,702 51,527

ソフトウェア 144,745 65,711 79,034

計 6,963,574 3,175,280 3,788,294

　　②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 970,148千円

１年超 1,045,930千円

計 2,016,079千円

　　②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,277,957千円

１年超 2,505,975千円

計 3,783,933千円

　　③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 1,149,172千円

減価償却費相当額 1,063,554千円

支払利息相当額 85,550千円

　　③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 1,421,633千円

減価償却費相当額 1,309,332千円

支払利息相当額 96,532千円

　　④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

　　④　減価償却費相当額の算定方法

同左

　　⑤　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。

　　⑤　利息相当額の算定方法

同左

　(2) 貸主側

　　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 35,186千円

１年超 69,800千円

計 104,986千円

(注)　上記は、すべて転貸リース取引に係る貸主側

の未経過リース料期末残高相当額であります。

なお、当該転貸リース取引は、おおむね同一の

条件で第三者にリースしておりますので、ほぼ

同額の残高が上記の借主側の未経過リース料期

末残高相当額に含まれております。

　(2) 貸主側

　　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 4,300千円

１年超 ― 千円

計 4,300千円

(注)　上記は、すべて転貸リース取引に係る貸主側

の未経過リース料期末残高相当額であります。

なお、当該転貸リース取引は、おおむね同一の

条件で第三者にリースしておりますので、ほぼ

同額の残高が上記の借主側の未経過リース料期

末残高相当額に含まれております。

２　オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年内 60,227千円

１年超 562千円

計 60,789千円

２　オペレーティング・リース取引

　　未経過リース料

１年内 25,899千円

１年超 62,424千円

計 88,323千円
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(有価証券関係)

 前事業年度(自平成16年４月１日  至平成17年３月31日)

１　その他有価証券で時価のあるもの(平成17年３月31日)

　

区分
取得原価
(千円)

貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 　 　 　

株式 20,921 32,010 11,088

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 　 　 　

株式 4,659 4,500 △159

合計 25,581 36,510 10,928

　

２　時価評価されていない主な有価証券(平成17年３月31日)

その他有価証券

　

内容 貸借対照表計上額(千円)

非上場株式 23,376

合計 23,376

(注)　当事業年度における減損処理額は6,500千円であります。

　

 当事業年度(自平成17年４月１日  至平成18年３月31日)

当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、記載は省略しております。
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(デリバティブ取引関係)

 前事業年度(自平成16年４月１日　至平成17年３月31日)

１　取引の状況に関する事項

　(1) 取引の内容及び利用目的等

当社は、借入金に係る金利の変動リスクを回避する目的で、変動金利を固定金利に変換する金利

スワップ取引を利用しております。

なお、金利スワップ取引についてはヘッジ会計が適用されております。その内容については、

「重要な会計方針 ７ ヘッジ会計の方法」に記載しております。

　(2) 取引に対する取組方針

当社の定めるリスク管理方針に従ってデリバティブ取引を行なっており、投機的な取引は行なわ

ない方針であります。

　(3) 取引に係るリスクの内容

金利スワップ取引によって固定化した利率を市場金利が下回り、機会費用が発生する可能性があ

ります。なお、取引契約先は信用度の高い金融機関であるため、信用リスクはほとんどないと判断

しております。

　(4) 取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従

い、資金担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

　

２　取引の時価等に関する事項

当社はデリバティブ取引を利用しておりますが、全てヘッジ会計が適用されているため、記載を省

略しております。

　

 当事業年度(自平成17年４月１日　至平成18年３月31日)

   当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、記載は省略しております。
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(退職給付関係)

 前事業年度(自平成16年４月１日　至平成17年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度を設けております。

当該適格退職年金制度は、当社、株式会社ザ・トーカイ(親会社)、東海ガス株式会社及び株式会社

トーカイ・ブロードバンド・コミュニケーションズとの共同委託契約であります。

２　退職給付債務に関する事項

（1）退職給付債務 △1,811,577千円

（2）年金資産 1,252,238千円

（3）未積立退職給付債務 △559,339千円

（4）会計基準変更時差異の未処理額 97,450千円

（5）未認識数理計算上の差異 369,576千円

（6）退職給付引当金 △92,313千円

　

３　退職給付費用に関する事項

　　 退職給付費用 232,859千円

（1）勤務費用 167,240千円

（2）利息費用 42,300千円

（3）期待運用収益 △27,036千円

（4）数理計算上の差異の費用処理額 30,865千円

（5）会計基準変更時差異の費用処理額 19,490千円

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 　期間定額基準

割引率 　2.5％

期待運用収益率 　2.5％

数理計算上の差異の処理年数 　17年
　
　発生時の従業員の平均

残存勤務期間による定額

法により翌事業年度から

費用処理

会計基準変更時差異の処理年数 　10年

　

５　厚生年金基金に関する事項

当社は、上記退職年金制度とは別に、総合設立型厚生年金基金制度を採用しております。当該厚生

年金基金制度は、退職給付会計実務指針33項の例外処理に該当する制度であります。

厚生年金基金の年金資産残高のうち、当社の掛金拠出割合に基づく当事業年度末における年金資産

残高は2,465,856千円であり、当事業年度における当該厚生年金基金への掛金拠出額は84,213千円で

あります。

　

 当事業年度(自平成17年４月１日　至平成18年３月31日)

   当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、記載は省略しております。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

(繰延税金資産) 　

未払事業税否認額 31,599千円

賞与引当金損金算入限度超過額 68,839千円

ソフトウェア償却超過額 59,708千円

投資有価証券評価損 36,211千円

退職給付引当金 36,648千円

その他 20,604千円

繰延税金資産合計 253,612千円

(繰延税金負債) 　

その他有価証券評価差額金 △4,338千円

繰延税金負債合計 △4,338千円

繰延税金資産の純額 249,273千円

　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

<流動の部> 　

(繰延税金資産) 　

繰越欠損金 825,660千円

賞与引当金 105,492千円

未払社会保険料 12,322千円

その他 12,951千円

　繰延税金資産合計 956,427千円

(繰延税金負債) 　

未収還付事業税 △6,352千円

　繰延税金負債合計 △6,352千円

繰延税金資産の純額 950,075千円

　 　

<固定の部> 　

(繰延税金資産) 　

繰越欠損金 1,613,817千円

合併による剰余金差額 101,919千円

ソフトウェア償却超過額 85,137千円

退職給付引当金 73,121千円

減損損失 42,679千円

投資有価証券評価損 36,211千円

一括償却資産 22,921千円

その他 6,841千円

　繰延税金資産小計 1,982,650千円

評価性引当額 △1,887,220千円

　繰延税金資産合計 95,430千円

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価差額金 △9,532千円

　繰延税金負債合計 △9,532千円

繰延税金資産の純額 85,897千円

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別内訳

　　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるため

注記を省略しております。

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別内訳

法定実効税率 39.7％

(調整) 　

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6％

住民税均等割等 0.7％

評価性引当額 △37.6％

税務上の繰越欠損金の利用 △21.4%

その他 0.1%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △17.9％
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(関連当事者との取引)

 前事業年度(自　平成16年４月１日　至　平成17年３月31日)

   １　親会社及び法人主要株主等

　

属性
会社等

の名称
住所

資本金又

は出資金

(千円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)役員の
兼任等

事業上の関係

親会社
株式会社

ザ・トーカイ

静岡県

静岡市
14,004,624

液化石油ガ

ス、石油製

品、関連す

る機器の販

売、工事の

施工、住宅

・土地の販

売、ADSLイ

ンターネッ

トサービス

他

被所有

直接

(51.2)

間接

(5.4)

計

(56.7)

兼任

９名

当社の情報サー

ビス売上(ソフ

トウェア開発、

情報処理・運

用、システム商

品 ・ 製 品 販

売)、通信サー

ビス売上(イン

ターネット関連

業務)、オフィ

スの賃貸(焼津

市)、賃借(静岡

市)

受託計算収入 778,381 売掛金 579,496

プロバイダ
収入

3,937,149 　 　

データ伝送
収入

1,034,557 　 　

オフィス
フロアの賃貸

5,545 　 　

ソフトウェア
開発・機器の
販売等

787,776 　 　

オフィス
フロアの賃借

142,420 未払金 12,461

差入保証金の
返還

1,681
長期差入
保証金

108,681

　

２　兄弟会社等

　

属性
会社等

の名称
住所

資本金又

は出資金

(千円)

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)役員の
兼任等

事業上の関係

親会社

の子会

社

株式会社

トーカイ・ブ

ロ ー ド バ ン

ド・コミュニ

ケーションズ

東 京 都

千 代 田

区

2,097,000

インターネ

ット接続サ

ービス・有

線テレビジ

ョン放送

所有

直接

(0.0)

兼任

７名

当社の情報サー

ビス売上(ソフ

トウェア開発、

情報処理・運

用、システム商

品 ・ 製 品 販

売)、通信サー

ビス売上(イン

ターネット関連

業務)

CATV再送信・
コンバータ事
業及びCATVイ
ンターネット
事業の譲渡

　 　 　

(1) 営業権の
　　対価

315,000 ― ―

(2) 譲渡財産
　　(資産)

1,531,806 ― ―

(3) 譲渡財産
　　(負債)

13,931 ― ―

(注) １．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２．受託計算収入、プロバイダ収入、データ伝送収入、オフィスフロアの賃貸、ソフトウェア開発・機器の販売

等については市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。

　差入保証金の返還及びオフィスフロアの賃借については近隣の市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に

決定しております。

３．営業権の対価については、株式会社新光総合研究所において算定した額を参考に、両社が交渉・協議を行な

い決定しております。

　

 当事業年度(自平成17年４月１日　至平成18年３月31日)

   当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、記載は省略しております。
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１株当たり情報

　
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 529円01銭 １株当たり純資産額 265円78銭

１株当たり当期純利益 79円23銭 １株当たり当期純利益 93円28銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益 78円55銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益 92円81銭
　

(注)　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

　
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益 　 　

　当期純利益(千円) 1,166,541 2,556,346

　普通株主に帰属しない金額(千円) 5,500 8,600

　(うち利益処分による役員賞与金(千円)) 5,500 8,600

　普通株式に係る当期純利益(千円) 1,161,041 2,547,746

　普通株式の期中平均株式数(株) 14,653,900 27,312,506

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 　 　

　当期純利益調整額(千円) ― ―

　普通株式増加数(株) 126,922 136,888

　(うち新株予約権(株)) 126,922 136,888

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要

平成16年６月25日の定時株主総会に

おいて特別決議された新株予約権１

種類

(新株予約権の数　584個)

―
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8. 役員の異動

　

 (1) 代表者の異動（平成18年４月26日開示済　平成18年６月28日就任予定）

       藤原　智哉　　代表取締役専務（現　専務取締役）

　

 (2) その他の役員の異動（平成18年４月26日開示済　平成18年６月28日就任予定）

   １　新任取締役候補

　　　 稲川　正明　　取締役管理本部副本部長（現　常勤監査役）

　　　 浜崎　　貢　　取締役（現　株式会社ブケ東海代表取締役社長）

　　　 鈴木　光速　　取締役（現　株式会社ザ・トーカイネット営業一部長兼特需営業部長）

　 ２　新任監査役候補

　　   鈴木　断行　　常勤監査役（現　株式会社ザ・トーカイ取締役）

　　　 池田　信夫　　監査役（現　株式会社ザ・トーカイ監査役）　　　　

　　　 増田　繁樹　　監査役　　　　

　　　 （注）監査役候補者池田信夫は、会社法第２条第16号に定める社外監査役候補者であります。

　 ３　補欠監査役候補

　　　 村田孝文　　（現　株式会社ザ・トーカイ専務取締役）

　 ４　退任予定監査役

　　　 稲川　正明　（現　常勤監査役）　　　　

　　　 薮崎　正義　（現　監査役）

　　　 山口　憲祐　（現　監査役）
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